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近年、原発事故による農畜産物の放射能汚染問題や牛肉の輸入月

齢緩和問題、漬物用白菜の O‐157による汚染問題などにより、消費

者は食品に対して更に高い安心・安全を求めるようになり、関心も

高くなりました。また、農業者は高齢化や労働人口の減少、1戸当た

りの経営面積の増加など農業を取り巻く環境が大きく変化する中に

おいて、日々安心・安全な農畜産物を消費者に供給するため、継続

して最大限の努力をしています。 

 こういう情勢の中、農業者に係る負担は大きくなり、近年、農作

業事故・残留農薬事故が相次いで起こり、非常に残念な結果となっ

ています。 

 営農する上での重大な事故が起こらないよう、JAと組合員が一丸

となって取り組む必要があります。今般、農業者が普段営農する上

で、知っておく必要がある、或いは守らなければならない法律をま

とめ、改めて周知することによって、農業者に重大な事故が二度と

起こらないようにするために資料を作成しました。ぜひ、参考にし

て頂きたいと思います。 
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免許を受けなければなりません。 

 また、大型特殊免許は前述のように公道を走るための免許です。敷地内で積

込みや切り返し等の作業を行うには作業免許が必要になります。農作業現場で

は、車両系建設機械 （整地・運搬・積込み用及び掘削用）があれば大方間に合

います。言うまでもなく、フォークリフトやクレーンを使用する場合も免許が

必要になります。 

 

■ 罰則 

無資格で作業をした者は、５０万円以下の罰金、無資格者を使った事業主も

６ヶ月以下の懲役又は５０万円以下の罰金が科せられることとなります。 

 

（２）トラクターでの牽引【道路運送車両法四十条】 

 小型特殊自動車であっても大型特殊自動車であっても、作業機を牽引する場

合、型式認定を受けた状態でなければ運行してはならないため、作業機を装着

して公道を走ることは違法となります。なお、トレーラーを牽引する場合、ト

レーラー本体と積載物合わせて７５０ｋｇを超える場合は「牽引免許」が必要

となります。７５０ｋｇ以下のトレーラーは法律でも取り扱いが厳しくありま

せん。 

 

■ 罰則 

違反した場合、１年以下の懲役又は３０万円以下の罰金が科せられることと

なります。 

 

（３）過積載【道路交通法第五十七条／道路運送車両法第四十二条】 

 最大積載量は各車両で定められている量を超えて積載してはいけません。ま

た、道路交通法施行令第二十二条（三）、（四）により積載物の長さ・幅・高さ

を制限されています。 

 

■ 罰則 

違反した場合、５万円以下の罰金が科せられることとなります。 
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